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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の５～９５重量％の量で存在する、エチレンと
、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、フマル酸又はテトラヒドロフタル酸のモノエ
ステルから選択されたコモノマーとの共重合から得られた機能性コポリマーと、
　（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共重合から得られた少なくとも１つのエチレンコポ
リマーであって、前記極性コモノマーが８～４０重量％の量で前記コポリマー中に存在し
、（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の５～９５重量％の量で、エチレン／酢酸ビニルコポ
リマー、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよびエチレン／アルキル
（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーからなる群から選択されるエチレンコポ
リマーとを含み、１００グラム／１０分以上のメルトインデックスを有するホットメルト
接着剤組成物。
【請求項２】
　スティックのり、カートン、ケース、トレイ、製本、使い捨て品、パッケージ、バッグ
、衣類、シューズ、スポーツ用品、自動車部品、書籍または不織布地を含む、請求項１に
記載のホットメルト接着剤組成物を含む製品。
【請求項３】
　第２基材への第１基材の接合方法であって、（ｉ）第１基材に、溶融された請求項１に
記載のホットメルト接着剤組成物を塗布する工程と、（ｉｉ）第２基材を前記ホットメル
ト接着剤組成物と接触させる工程と、（ｉｉｉ）前記ホットメルト接着剤組成物を放冷し
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そして凝固させ、それによって前記基材を一緒に接合させる工程とを含む方法。
【請求項４】
　請求項１に記載のホットメルト接着剤組成物を塗布してケース、カートン、トレイ、バ
ッグまたは書籍をシールするおよび／または形成する工程を含むケース、カートン、トレ
イ、バッグまたは書籍のシール方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、全開示内容が参照により本明細書に援用される、２００５年１２月３０日出
願の米国仮特許出願第６０／７５５，５６７号の優先権を主張するものである。
【０００２】
　本発明は、エチレンコポリマーを含むホットメルト接着剤組成物に関する。本発明は、
カートン、ケース、トレイ、書籍、組立製品、および使い捨て品などの、かかるホットメ
ルト接着剤を使用する製品をさらに提供する。
【背景技術】
【０００３】
　ホットメルト接着剤は、８０℃～２２０℃の温度間で液化し、そして冷却されるときに
再び凝固するポリマー組成物をベースとする熱可塑性樹脂である。ホットメルト接着剤は
、急速に固まり、および／または他のタイプの接着剤に流動性を与える水性または溶剤媒
体を含まないために望ましい。それらは、乾燥ポリマー（５％未満液体）からなり、水ま
たは溶剤を使用せずに溶融状態で塗布される。ホットメルト接着剤は環境にやさしいと考
えられ、操作工程数を減らすことによってまたは操作の自動化への転換を可能にすること
によって製造便益を提供することができる。
【０００４】
　ホットメルト接着剤は、様々な用途向けに業界で広く使用されている。典型的な用途に
は、製品組立、ケース、カートンまたはトレイ形成などの包装、およびスティックのりが
含まれる。ホットメルト接着剤の望ましい特性には、高温最終用途への適合性、低温可撓
性、低粘度、および熱安定性が含まれる。
【０００５】
　ホットメルト接着剤は、それらの作業温度およびそれらの接着機能に従って類別するこ
とができる。所与の用途向けに、しばしば特性、ハンドリングおよび同様に重要なことに
はコストがホットメルト接着剤を選ぶ上での要因である。現在使用されているホットメル
ト接着剤は一般に、低分子量ポリエチレンホモポリマー（ＬＭＰＥ）、エチレン酢酸ビニ
ルコポリマー（ＥＶＡ）、ポリアミドおよび水分架橋性ポリウレタンをベースとする。し
かしながら、ポリウレタンホットメルト接着剤は非常に高価であり、ポリアミドホットメ
ルト接着剤は水およびスチームに弱く、そしてハンドリングのためにより高い温度を必要
とする。ＬＭＰＥ－ベースのホットメルト調合物は、良好な高温最終用途特性を有するこ
とができるが、低温で望ましくないほど脆い。ＥＶＡは、より低いコスト、容易なハンド
リング、および多くの基材への良好な接着性の、最も万能のホットメルト接着剤の１つで
ある。しかしながら、ＥＶＡコポリマーは一般に劣った高温性能（劣った耐熱性）を有し
、空気の存在下に高温に曝されたときに焦げる、剥がれるまたはゲル化する傾向がある。
加えて、ＥＶＡ－ベースの接着剤は、より厳しい用途向けには適切でないかもしれない。
【０００６】
　米国特許第６，９４６，５２８号明細書は、エチレンとアルキルアクリレート、アルキ
ルメタアクリレート、またはそれらの混合物に由来する少なくとも５モル％のコモノマー
単位との管型反応器コポリマーを含むホットメルト接着剤組成物であって、コポリマーが
（ａ）３００～１０，０００ｇ／１０分のメルトインデックス、（ｂ）少なくとも１００
℃の最高ピーク溶融温度、および（ｃ）コポリマーの５０％を溶融させるために必要とさ
れる少なくとも８０℃の温度を有する組成物を開示している。
【０００７】
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　米国特許出願公開第２００６／００２５５２７号明細書は、自立フィルムとして塗布す
ることができるか、または基材上へ共押出するもしくは押出コートすることができる、非
官能性ベース樹脂とエチレン／無水マレイン酸（Ｅ／ＭＡＨ）またはエチレン／マレイン
酸エチル水素コポリマーなどの官能性エチレンコポリマーとを含む接着剤組成物を開示し
ている。
【０００８】
　１８０℃未満の温度で塗布することができ、そして広いスペクトルの基材に良好な接合
強度（接着性）を与える改良されたホットメルト接着剤が必要とされている。接着剤は望
ましくは良好な強靱性、良好な耐熱性、熱安定性、およびハンドリングのための容易な流
動粘度を含む、良好な高温および低温性能を提供する。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、
　（ａ）（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で存在する、エチレ
ンと、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、無水テトラヒドロフタル酸
、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、これらの
酸の対応する塩、モノエステルおよびジエステル、ならびにこれらの任意の混合物から選
択されたコモノマーとの共重合から得られた機能性コポリマーと、
　（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共重合から得られた少なくとも１つのエチレンコポ
リマーであって、前記極性コモノマーが８～４０重量％の量でコポリマー中に存在し、（
ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で、エチレン／酢酸ビニルコポ
リマー、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよびエチレン／アルキル
（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーからなる群から選択される前記エチレン
コポリマーとを含み、１００グラム／１０分以上、好ましくは１５０グラム／１０分以上
のメルトインデックスを有する
ホットメルト接着剤組成物を提供する。
【００１０】
　ホットメルト接着剤組成物は、必要に応じて粘着付与剤、ワックス、酸化防止剤および
／または他の添加剤をさらに含むことができる。例えば、ある実施形態は、
　（１）約５０重量％～約９０重量％の
　（ａ）（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で存在する、エチレ
ンと、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、無水テトラヒドロフタル酸
、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、これらの
酸の対応する塩、モノエステルおよびジエステル、ならびにこれらの任意の混合物から選
択されたコモノマーとの共重合から得られた機能性コポリマーと、
　（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共重合から得られた少なくとも１つのエチレンコポ
リマーであって、前記極性コモノマーが８～４０重量％の量でコポリマー中に存在し、か
つ、（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で、エチレン／酢酸ビニ
ルコポリマー、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよびエチレン／ア
ルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーからなる群から選択される前記エ
チレンコポリマーと
の組み合わせ、ならびに
　（２）組成物の総重量を基準として、約１０～約５０重量％の
　（ｃ）全組成物の重量を基準として、０～約５０重量％のワックス、
　（ｄ）全組成物の重量を基準として、０～約５０重量％の粘着付与剤、および
　（ｅ）全組成物の重量を基準として、０～約１５重量％の可塑剤、安定剤、酸化防止剤
、紫外線吸収剤、帯電防止剤、染料、顔料、着色剤、無機充填剤、難燃剤、滑剤、強化材
、加工助剤、スリップ剤、粘着防止剤、剥離剤およびそれらの混合物からなる群から選択
された他の添加剤
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を含む。好ましくは（ａ）、（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）および（ｅ）の合計は、ホットメル
ト接着剤組成物の約１００重量％である。
【００１１】
　別の態様では、本発明は第２基材への第１基材の接合方法であって、（ｉ）第１基材に
上記のような溶融ホットメルト接着剤組成物を塗布する工程と、（ｉｉ）第２基材を溶融
ホットメルト接着剤組成物と接触させる工程と、（ｉｉｉ）溶融ホットメルト接着剤組成
物を放冷しそして凝固させ、それによって前記基材を一緒に接合させる工程とを含む方法
である。
【００１２】
　さらに別の態様では、本発明は、本明細書に記載されるようなホットメルト接着剤組成
物を含むかまたはそれから製造された製品に関する。物品の一実施形態は、本ホットメル
ト接着剤組成物から製造されるスティックのりである。別の実施形態では、物品は、少な
くとも１つの表面または少なくとも１つの基材に接着した本組成物を含む。例えば、物品
は、第２表面の少なくとも一部が本ホットメルト接着剤組成物によって第１表面の少なく
とも一部に接着されている、第１表面および第２表面を含む。他の実施形態では、本発明
は、本明細書に記載されるホットメルト接着剤組成物を含むかまたはそれから製造された
カートン、ケース、トレイ、製本、使い捨て品、パッケージ、バッグ、衣類、シューズ、
スポーツ用品、自動車部品、書籍または不織布地などの物品を提供する。物品にはまた、
パッケージが本ホットメルト接着剤組成物を含むか、または本ホットメルト接着剤組成物
を使用することによって形成されるおよび／またはシールされる、包装食料品などの、包
装品も含まれる。
【００１３】
　本発明はまた、上記のようなホットメルト接着剤組成物を塗布してケース、カートン、
トレイ、バッグまたは書籍をシールするおよび／または形成する工程を含むケース、カー
トン、トレイ、バッグまたは書籍のシールおよび／または形成方法を提供する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本明細書に記載される全ての刊行物、特許出願、特許、および他の参考文献は、全体と
して参照により援用される。特に明記しない限り、本明細書に用いられる全ての技術およ
び科学用語は、本発明が属する当業者によって通常理解されるものと同じ意味を有する。
矛盾が生じた場合には、定義を含む本明細書が優先されるであろう。
【００１５】
　明記した場合を除き、商標は大文字で示される。
【００１６】
　本明細書に記載されるものに類似のまたは等価の方法および材料が本発明の実施または
試験に用いられ得るが、好適な方法および材料が本明細書に記載される。
【００１７】
　「コポリマー」は、２つ以上の異なるモノマーを含有するポリマーを意味する。用語「
ダイポリマー」および「ターポリマー」は、それぞれ、２つおよび３つ異なるモノマーの
みを含有するポリマーを意味する。語句「様々なモノマーのコポリマー」は、その単位が
様々なモノマーに由来するコポリマーを意味する。
【００１８】
　用語「（メタ）アクリル酸」は、メタクリル酸および／またはアクリル酸に対する簡単
な表記法である。同様に、用語「（メタ）アクリレート」は、メタクリレートおよび／ま
たはアクリレートに対する簡単な表記法である。
【００１９】
　用語「有限量」および「有限値」は、ゼロより大きい量に関する。
【００２０】
　用語「約」は、量、サイズ、調合物、パラメーター、ならびに他の量および特性が正確
ではなく、そして正確である必要はないが、許容範囲、換算係数、端数計算、測定誤差な
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ど、および当業者に公知の他の因子を反映して、必要に応じて、おおよそであってもおよ
び／またはより大きくてももしくはより小さくてもよいことを意味する。用語「約」があ
る値またはある範囲の端点を記載するのに用いられるとき、開示は、言及される具体的な
値または端点を含むと理解されるべきである。一般に、量、サイズ、調合物、パラメータ
ーまたは他の量もしくは特性は、そのように明示されているか否かにかかわらず「約」ま
たは「おおよそ」である。
【００２１】
　用語「または」は、本明細書で用いるところでは、包含的であり、より具体的には、語
句「ＡまたはＢ」は、「Ａ、Ｂ、またはＡおよびＢの両方」を意味する。排他的な「また
は」は本明細書では、例えば、「ＡかＢかのどちらか」および「ＡまたはＢの１つ」など
の用語によって明示される。
【００２２】
　加えて、本明細書に記載される範囲は、特に明記しない限りそれらの端点を含む。さら
に、量、濃度、または他の値もしくはパラメーターが範囲、１つ以上の好ましい範囲また
は好ましい上方値と好ましい下方値とのリストとして与えられるとき、これは、かかるペ
アが別途開示されるかどうかにかかわらず、任意の上限範囲もしくは好ましい上方値と任
意の下限範囲もしくは好ましい下方値との任意のペアから形成される全ての範囲を具体的
に開示するものとして理解されるべきである。範囲が０で始まるとき、範囲に言及される
成分は存在しなくてもよいか、またはそれは有限量で存在してもよい（すなわち、成分は
任意の成分である）。
【００２３】
　材料、方法、または機械が、用語「当業者に公知の」、または同義語もしくは同義語句
付きで本明細書に記載されるとき、この用語は、本出願の出願時点で慣例的である材料、
方法、および機械がこの記載により包含されることを示す。現在は慣例的ではないが、同
様な目的のために好適であると当該技術分野で認められるようになるであろう材料、方法
、および機械もまた包含される。
【００２４】
　最後に、本明細書に記載される全ての百分率、部、比などは、具体的な場合に特に明記
しない限り重量による。
【００２５】
　熱可塑性組成物は、圧力下に加熱されるときに流れることができるポリマー材料である
。メルトインデックス（ＭＩ）は、温度および圧力の調節された条件下に規定のキャピラ
リーを通り抜けたポリマーの質量流量である。本明細書に報告されるメルトインデックス
は、ＭＩの値がグラム／１０分の単位で報告されて、２１６０ｇ重量を用いて１９０℃で
ＡＳＴＭ（米国材料試験協会）１２３８に従って測定される。
【００２６】
　本発明は、エチレンと無水マレイン酸または別の極性の反応性官能基との共重合から得
られたコポリマーと、エチレンと極性モノマーとの共重合から得られる少なくとも１つの
エチレンコポリマーと、場合によりワックス、粘着付与剤および／または他の添加剤とを
含む、少なくとも約１００グラム／１０分のＭＩを有する、接着ポリマーブレンドを含む
低い適用温度、高い耐熱性のホットメルト接着剤に関する。少なくとも約１５０グラム／
１０分、より好ましくは約２００～約１０，０００グラム／１０分のＭＩを有するブレン
ドが好ましい。本接着剤は、自動組立用途での使用に特に好適である。
【００２７】
機能性エチレンコポリマー
　ホットメルト接着剤組成物は、第１成分として（ａ）エチレンと無水マレイン酸または
別の極性の反応性官能基との共重合から得られた機能性コポリマーを含む。本明細書で用
いるところでは、用語「機能性コポリマー」は、極性の反応性官能基を有するコモノマー
、例えば、無水マレイン酸を含有するコポリマーに対する簡単な表記法として用いられる
。いかなる特定の理論によって制限されることなく、反応性官能基は、組成物の他の成分
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とおよび／または基材と化学相互作用して化学関連部位を形成する。例えば、それらは求
核試薬と反応して共有結合を形成してもよく、またはそれらはイオン結合を形成してもよ
い。無水マレイン酸または他の極性の反応性官能基は、基材への組成物の接着性を高める
反応機能性を提供する。他の極性の反応性官能基には、無水シトラコン酸、無水イタコン
酸、および無水テトラヒドロフタル酸が含まれる。それらにはまた、マレイン酸、シトラ
コン酸、イタコン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、およびこれらの酸の対応する塩
、モノエステルまたはジエステルが含まれる。
【００２８】
　酸の塩は、酸部分をリチウム、ナトリウム、カリウム、マグネシウム、カルシウムもし
くは亜鉛、またはかかる陽イオンの組み合わせなどの、アルカリ金属陽イオン、アルカリ
土類金属陽イオンまたは遷移金属陽イオンで中和するために酸部分を塩基性化合物で処理
することによって、好ましくはエチレンとマレイン酸などの酸とのコポリマーを塩基性化
合物で処理することによって製造される。注目すべき塩基性化合物には、アルカリ金属、
特にナトリウムおよびカリウムのイオンのギ酸塩、酢酸塩、硝酸塩、炭酸塩、炭酸水素塩
、酸化物、水酸化物またはアルコキシド、ならびにアルカリ土類金属および遷移金属のイ
オンのギ酸塩、酢酸塩、硝酸塩、酸化物、水酸化物またはアルコキシドが含まれる。水酸
化ナトリウム、水酸化カリウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、炭酸ナトリウムおよび
炭酸カリウムが特に注目すべきである。
【００２９】
　エチレンと無水マレイン酸とのコポリマーまたはエチレンとマレイン酸モノアルキル（
マレイン酸アルキル水素としても知られる）とのコポリマーが好ましい。本明細書で用い
るところでは、用語「エチレン／マレイン酸モノアルキルコポリマー」および「Ｅ／ＭＡ
ＭＥ」は、エチレンとマレイン酸モノエステル（ここで、マレイン酸部分の１つのカルボ
キシル基はエステル化されており、他はカルボン酸である）とから製造されたダイポリマ
ー、ならびにＥ／Ｘ／Ｙターポリマー（式中、Ｅはエチレンであり、Ｘは酢酸ビニル、ア
ルキル（メタ）アクリレート、および（メタ）アクリル酸からなる群から選択されたモノ
マーであり、Ｙは、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、およびｎ－
ブチルアルコールなどのＣ1～Ｃ4アルコールのマレイン酸モノエステルを含む、マレイン
酸モノエステルであり、式中、Ｘは、ターポリマーの１０重量％未満であり、好ましくは
５重量％未満である）を意味する。Ｘとしての包含に好適なモノマーの例は、Ｃ1～Ｃ4ア
ルコールの（メタ）アクリル酸エステルである。メチルアクリレートおよびブチルアクリ
レートがＸとしての包含に好適なアクリレートモノマーの特定の例である。
【００３０】
　例えば、Ｅ／Ｘ／Ｙターポリマーには、エチレン／マレイン酸モノエステル／ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリレート、エチレン／マレイン酸モノエステル／メチル（メタ）アクリレ
ート、およびエチレン／マレイン酸モノエステル／エチル（メタ）アクリレートターポリ
マーが含まれる。かかるコポリマーについては、マレイン酸モノエステルコモノマーに使
用されるアルコール部分は、アルキル（メタ）アクリレートコモノマーに使用されるもの
と同じものであってもよく、またはそれは異なってもよい。エチレン／マレイン酸エチル
水素ダイポリマーなどの、エチレンとマレイン酸モノアルキルとしてマレイン酸エチル水
素を含むマレイン酸モノアルキルとのコポリマーが特に注目すべきである。
【００３１】
　エチレン／マレイン酸モノアルキルコポリマーは、高圧フリーラジカル重合法によって
得ることができる。好適な高圧法は、例えば、米国特許第４，３５１，９３１号明細書に
記載されている。
【００３２】
極性エチレンコポリマー
　本ホットメルト接着剤組成物は、第２成分として（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共
重合から得られる少なくとも１つのエチレンコポリマー（極性エチレンコポリマー）を含
む。エチレンとの共重合に好適な極性モノマーには、酢酸ビニル、アルキル（メタ）アク
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リレートおよび一酸化炭素（ＣＯ）コモノマーが含まれる。かかるコポリマーには、エチ
レン／酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）およびエチレン／アルキル（メタ）アクリレート
／ＣＯコポリマーを含む、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよび／
またはこれらの任意の混合物が含まれる。それぞれが異なる重量％で同じ極性コモノマー
を有する２つ以上の極性エチレンコポリマーの組み合わせが使用されてもよい。異なる極
性コモノマーの２つ以上の極性エチレンコポリマーの組み合わせもまた使用されてもよい
。
【００３３】
エチレン／酢酸ビニルコポリマー
　本ホットメルト接着剤組成物は、少なくとも１つのエチレン／酢酸ビニルコポリマー（
ＥＶＡコポリマー）を含むことができる。用語「エチレン／酢酸ビニルダイポリマー」に
は、エチレンと酢酸ビニルとの共重合から誘導されるコポリマーが含まれる。
【００３４】
　エチレン／酢酸ビニルコポリマーへ組み込まれる酢酸ビニルコモノマーの相対的な量は
、原則として、全コポリマーの数重量パーセントから４５重量パーセント程度もしくはさ
らにそれ以上まで広く変わることができる。存在する酢酸ビニルの相対的な量は、生じた
エチレンコポリマーをいかにそしてどの程度までブレンド組成物における極性ポリマー成
分とみなすべきかを確定するものとみなすことができる。
【００３５】
　エチレン／酢酸ビニルコポリマーは、多様な量の酢酸ビニル含量を有することができる
が、６～４０重量％、特に１２～３２重量％の酢酸ビニル単位含量を好ましくは有する。
エチレン／酢酸ビニルコポリマーは場合により、不飽和カルボン酸またはその誘導体での
変性を含む、当該技術分野で周知の方法（例えば、グラフト化）によって変性されてもよ
い。
【００３６】
　好適なエチレン／酢酸ビニルコポリマーには、エルバックス（ＥＬＶＡＸ）という商品
名でイー・アイ・デュポン・ドゥ・ヌムール・アンド・カンパニー（デュポン）、デラウ
ェア州ウィルミントン（Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ（ＤｕＰｏｎｔ），Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌａｗａｒｅ）から入手可能
なものが含まれる。他のエチレン／酢酸ビニルコポリマーは、商品名エスコレーン（ＥＳ
ＣＯＲＥＮＥ）でエクソン・ケミカル社（Ｅｘｘｏｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．）から
、そしてまた商品名ウルトラセーン（ＵＬＴＲＡＴＨＥＮＥ）でミレニアム・ペトロケミ
カルズ、イリノイ州ローリング・メドウ（Ｍｉｌｌｅｎｎｉｕｍ　Ｐｅｔｒｏｃｈｅｍｉ
ｃａｌｓ，Ｒｏｌｌｉｎｇ　Ｍｅａｄｏｗｓ，Ｉｌｌｉｎｏｉｓ）から入手可能であり、
そしてＡＴコポリマーがＡＴポリマーズ・アンド・フィルム社、ノースカロライナ州シャ
ーロット（ＡＴ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　＆　Ｆｉｌｍ　Ｃｏ．，Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣ
）から、およびエバテイン（ＥＶＡＴＡＮＥ）がアトフィナ・ケミカルズ、ペンシルバニ
ア州フィラデルフィア（Ａｔｏｆｉｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｐｈｉｌａｄｅｌｐｈｉ
ａ，ＰＡ）から入手可能である。
【００３７】
　２つ以上の異なるエチレン／酢酸ビニルコポリマーの混合物は、コモノマー含量につい
ての平均値が上に示された範囲内にある限り、単一コポリマーの代わりにホットメルト接
着剤組成物に使用することができる。特に有用な特性は、２つ以上の適切に選択されたエ
チレン／酢酸ビニルコポリマーがブレンドに使用されるときに得られるかもしれない。
【００３８】
エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマー
　本ホットメルト接着剤組成物は、少なくとも１つのエチレン／アルキル（メタ）アクリ
レートコポリマーを含んでもよい。用語「エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポ
リマー」には、エチレンと、アルキル部分が１～８個の炭素原子を含有するアルキル（メ
タ）アクリレートとのコポリマーが含まれる。
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【００３９】
　エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーへ組み込まれるアルキル（メタ）
アクリレートコモノマーの相対的な量は、原則として、全コポリマーの数重量パーセント
から４０重量パーセント程度もしくはさらにそれ以上まで広く変わることができる。同様
に、アルキル基の選択は、再び原則として、簡単なメチル基からかなりの分岐を含むかま
たは含まない８個の炭素原子アルキル基まで変わることができる。アルキル（メタ）アク
リレートエステルコモノマー中に存在するアルキル基の相対的な量および選択は、生じた
エチレンコポリマーをいかにそしてどの程度までブレンド組成物における極性ポリマー成
分とみなすべきかを確定するものとみなすことができる。
【００４０】
　好ましくは、アルキル（メタ）アクリレートコモノマー中のアルキル基は１～４個の炭
素原子を有し、アルキル（メタ）アクリレートコモノマーは、エチレン／アルキル（メタ
）アクリレートコポリマーの６～４０重量パーセント、好ましくは１２～３２重量％の濃
度範囲を有する。
【００４１】
　エチレン／アルキルアクリレートコポリマーが好ましい。アルキルアクリレートの例に
は、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ブチルアクリレートおよび２－エチルヘ
キシルアクリレートが挙げられる。「エチレン／メチルアクリレート」（ＥＭＡ）は、エ
チレンとメチルアクリレートとのコポリマーを意味する。「エチレン／エチルアクリレー
ト」（ＥＥＡ）は、エチレンとエチルアクリレートとのコポリマーを意味する。「エチレ
ン／ブチルアクリレート」（ＥＢＡ）は、エチレンとブチルアクリレートとのコポリマー
を意味する。ｉ－ブチルアクリレートコモノマーから製造されたエチレン／ブチルアクリ
レートコポリマー（ＥｉＢＡ）およびｎ－ブチルアクリレートコモノマーから製造された
エチレン／ブチルアクリレート（ＥｎＢＡ）が注目すべきである。
【００４２】
　エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーは、オートクレーブか管型反応器
かのどちらかを用いるポリマー技術で周知の方法によって製造することができる。共重合
は、オートクレーブ中連続プロセスで行うことができ：エチレン、アルキル（メタ）アク
リレート、および場合によりメタノールなどの溶媒（米国特許第５，０２８，６７４号明
細書を参照されたい）が連続的に開始剤と一緒に、米国特許第２，８９７，１８３号明細
書に開示されているタイプなどの撹拌オートクレーブ中へフィードされる。
【００４３】
　特に好ましい実施形態では、エチレンコポリマーは、論文「高圧管型法で製造される高
可撓性ＥＭＡ（Ｈｉｇｈ　Ｆｌｅｘｉｂｉｌｉｔｙ　ＥＭＡ　Ｍａｄｅ　ｆｒｏｍ　Ｈｉ
ｇｈ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｔｕｂｕｌａｒ　Ｐｒｏｃｅｓｓ）」（年次技術会議－プラス
チック技術者協会（Ａｎｎｕａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ－Ｓｏｃ
ｉｅｔｙ　ｏｆ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ）、第６０回（２００２年）（
第２巻）、１８３２－１８３６ページ）に記載されている手順に従って、管型反応器で製
造されるタイプのものである。
【００４４】
　管型反応器エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーの製造は好ましくは、
管に沿って反応体コモノマーが追加導入される高温での高圧管型反応器でであり、撹拌さ
れる高温および高圧オートクレーブ型反応器で単に製造されない。しかしながら、類比の
エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマー材料を一連のオートクレーブ反応器
で製造できることは理解されるべきであり、ここで、コモノマー取り換えは、米国特許第
３，３５０，３７２号明細書、同第３，７５６，９９６号明細書、および同第５，５３２
，０６６号明細書に教示されているように反応体コモノマーの多数ゾーン導入によって達
成され、従ってこれらの高融点材料は本発明の目的のために等価であると考えられるべき
である。
【００４５】
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　好適なエチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーには、エルバロイ（ＥＬＶ
ＡＬＯＹ）ＡＣという商品名でデュポンから入手可能なものが含まれる。
【００４６】
　２つ以上の異なるエチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーの混合物を、コ
モノマー含量についての平均値が上に示された範囲内にある限り、単一コポリマーの代わ
りに本メルト接着剤組成物に使用することができる。特に有用な特性は、２つ以上の適切
に選択されたエチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーがブレンドに使用され
るときに得られるかもしれない。
【００４７】
エチレン／アルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマー
　本ホットメルト接着剤組成物は、アルキル部分が１～８個の炭素原子を含有するエチレ
ン／アルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーを含んでもよい。
【００４８】
　エチレン／アルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマー中へ組み込まれる
アルキル（メタ）アクリレートコモノマーの相対的な量は、原則として、全コポリマーの
数重量パーセントから４０重量パーセント程度もしくはさらにそれ以上まで広く変わるこ
とができる。同様に、アルキル基の選択は、再び原則として、簡単なメチル基からかなり
の分岐を含むかまたは含まない８個の炭素原子アルキル基まで変わることができる。アル
キル（メタ）アクリレートエステルコモノマー中に存在するアルキル基の相対的な量およ
び選択は、生じたエチレンコポリマーをいかにそしてどの程度までブレンド組成物におけ
る極性ポリマー成分とみなすべきかを確定するものとみなすことができる。ターポリマー
はまた、ブレンド組成物の極性にもまた貢献する、一酸化炭素を含有する。
【００４９】
　好ましくは、アルキル（メタ）アクリレートコモノマー中のアルキル基は、１～４個の
炭素原子と有し、アルキル（メタ）アクリレートコモノマーは、エチレン／アルキル（メ
タ）アクリレートコポリマーの６～４０重量パーセント、好ましくは１２～３２重量％の
濃度範囲を有する。
【００５０】
　エチレン／アルキルアクリレート／一酸化炭素ターポリマーが好ましい。アルキルアク
リレートの例には、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ブチルアクリレートおよ
び２－エチルヘキシルアクリレートが挙げられる。エチレン／ｎ－ブチルアクリレート／
一酸化炭素（ＥｎＢＡＣＯ）ターポリマーが注目すべきである。
【００５１】
　これらのターポリマーは、上記のそれらの方法に類似の、オートクレーブ法か管型法か
のどちらかによるエチレン、アルキル（メタ）アクリレートおよび一酸化炭素の共重合に
よって製造することができる。好適なエチレン／アルキル（メタ）アクリレート／ＣＯコ
ポリマーには、エルバロイＨＰという商品名でデュポンから入手可能なものが含まれる。
【００５２】
　本接着剤組成物は、（ｃ）ワックスもしくは（ｄ）少なくとも１つの粘着付与剤のどち
らか、または（ｃ）および（ｄ）の両方をさらに含むことができる。
【００５３】
ワックス
　ワックスは場合により、ホットメルト組成物の特性を改質するために使用することがで
きる。ワックスは接着剤の全体粘度を下げ、それによってそれが容易に液化することを可
能にする。ワックスはまた、システムの開放時間、硬化速度および熱安定性を調節するか
もしれない。ワックスは、存在するとき、好ましくは接着剤組成物の総重量の少なくとも
約０．１重量％、少なくとも約２重量％、または少なくとも約５重量％の限られた量で含
まれる。また好ましくは、ワックスは、接着剤組成物の総重量を基準として、約１０重量
％、２０重量％、２５重量％、３０重量％、３５重量％、４０重量％、または５０重量％
以下の限られた量で存在する。
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【００５４】
　好適なワックスには、パラフィンワックス、微結晶性ワックス、高密度低分子量ポリエ
チレンワックス、副産物ポリエチレンワックス、フィッシャー－トロプシュワックス、酸
化フィッシャー－トロプシュワックス、ならびにヒドロキシステアルアミドワックスおよ
び脂肪酸アミドワックスなどの官能化ワックスが含まれる。用語「合成高融点ワックス」
には、高密度低分子量ポリエチレンワックス、副産物ポリエチレンワックス、およびフィ
ッシャー－トロプシュ・ワックスが含まれる、酢酸ビニル変性および無水マレイン酸変性
ワックスなどの変性ワックスもまた使用されてもよい。
【００５５】
　注目に値するパラフィンワックスは、約５５℃～約８５℃の管球式軟化点を有する。パ
ラフィンワックスには、アストル・ワックス・コーポレーション、ジョージア州ドラビル
（Ａｓｔｏｒ　Ｗａｘ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｄｏｒａｖｉｌｌｅ，ＧＡ）から入手
可能なオケリン（ＯＫＥＲＩＮ）２３６ＴＰ、ペンゾイル・プロダクツ社、テキサス州ヒ
ューストン（Ｐｅｎｎｚｏｉｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｃｏ．，Ｈｏｕｓｔｏｎ，ＴＸ）か
ら入手可能なペンレコ（ＰＥＮＲＥＣＯ）４９１３、ムーア・アンド・ミュンガー、コネ
チカット州シェルトン（Ｍｏｏｒｅ　＆　Ｍｕｎｇｅｒ，Ｓｈｅｌｔｏｎ，ＣＴ）から入
手可能なＲ－７１５２パラフィンワックス、およびカナダ国オンタリオ州のインターナシ
ョナル・ワックシズ社（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｗａｘｅｓ，　Ｌｔｄ　ｉｎ　Ｏ
ｎｔａｒｉｏ，Ｃａｎａｄａ）から入手可能なパラフィンワックス１２９７が含まれる。
例えば、シットゴ（Ｃｉｔｇｏ）から入手可能なペースメーカー（ＰＡＣＥＭＡＫＥＲ）
、およびムーア・アンド・ミュンガーから入手可能なＲ－２５４０、ならびに約８０℃未
満の融点を有する低融点合成フィッシャー－トロプシュ・ワックスなどの、他の注目に値
するパラフィンワックスは約５５～７５℃の範囲の融点を有する。約６５℃の融点のパラ
フィンワックスが特に注目に値する。他のパラフィンワックスには、製品称号１２３０、
１２３６、１２４０、１２４５、１２４６、１２５５、１２６０および１２６２でＣＰホ
ール（オハイオ州ストウ）（ＣＰ　Ｈａｌｌ（Ｓｔｏｗ，Ｏｈｉｏ））から入手可能なワ
ックスが含まれる。
【００５６】
　他の好適なワックスには、水素化植物油から製造されたワックスなどの、米国特許第６
，８９０，９８２号明細書に記載されているものが含まれる。このワックスは、その脂肪
酸が主としてステアリン酸であるトリグリセリドを含む。
【００５７】
　ワックスは、本ホットメルト組成物の５０重量％以下で、例えば、粘着付与剤が存在し
ないとき１０～５０重量％存在してもよい。少なくとも１つの粘着付与剤と組み合わせて
使用されるとき、好ましくは約５～約４５重量％ワックスが存在する。好ましいワックス
は、約６０℃～約６８℃の融点を有し、約０．５重量％未満、好ましくは約０．２重量％
未満のオイル含量を有する。
【００５８】
粘着付与樹脂
　場合により、粘着付与剤は、差別化基材への初期接着性を高めるために主として使用さ
れてもよい。粘着性は、加熱された接着剤が硬化する前に物品の適切な接合を可能にする
ためのホットメルト接着剤組成物において有用である。粘着付与剤は、接着剤におよびま
たより低い粘度のものに粘着性を与えるために加えられる。粘着付与剤は、組成物が塗布
中の湿潤を改善することによってより接着性であることを可能にする。粘着付与剤の存在
は、変形への抵抗性を低くし、それ故に接触時の結合形成を容易にする。
【００５９】
　粘着付与剤は、存在するとき、好ましくは接着剤組成物の少なくとも約０．１重量％、
少なくとも約２重量％、または少なくとも約５重量％の一定量で含まれる。また好ましく
は、粘着付与剤は、接着剤組成物の総重量を基準として、約１０重量％、２０重量％、２
５重量％、３０重量％、３５重量％、４０重量％、または５０重量％以下の限られた量で
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存在する。
【００６０】
　粘着付与剤は、米国特許第３，４８４，４０５号明細書にリストされているものなどの
、当該技術分野で一般に公知の任意の好適な粘着付与剤であってもよい。かかる粘着付与
剤には、様々な天然および合成樹脂ならびにロジン材料が含まれる。用いることができる
樹脂は、一般に、一定の融点および結晶化する傾向を全く有さない有機化合物の混合物の
形態での液体、半固体ないし固体、複雑な非晶質材料である。かかる樹脂は、水に不溶性
であり、植物または動物由来のものであることができるか、または合成樹脂であることが
できる。樹脂は、組成物に実質的な、改善された粘着性を与えることができる。好適な粘
着付与剤には、後述される樹脂が含まれるが、それらに必ずしも限定されない。
【００６１】
　粘着付与剤組成物として用いることができるクラスの樹脂成分は、パラ－クマロン－イ
ンデン樹脂などの、クマロン－インデン樹脂である。一般に、用いることができるクマロ
ン－インデン樹脂は、約５００～約５，０００の範囲である分子量を有する。商業的に入
手可能であるこのタイプの樹脂の例には、ピッコ（ＰＩＣＣＯ）－２５およびピッコ－１
００として上市されているそれらの材料が挙げられる。
【００６２】
　別のクラスの粘着付与剤樹脂は、またスチレン化テルペンを含む、テルペン樹脂である
。これらのテルペン樹脂は、約６００～６，０００の分子量範囲を有することができる。
このタイプの典型的な商業的に入手可能な樹脂は、水素化ロジンのグリセロールエステル
である、ピッコライト（ＰＩＣＣＯＬＹＴＥ）Ｓ－１００として、ステイベライト・エス
テル（ＳＴＡＹＢＥＬＩＴＥ　Ｅｓｔｅｒ）＃１０として、およびポリテルペン樹脂であ
る、ウィングタック（ＷＩＮＧＴＡＣＫ）９５として上市されている。
【００６３】
　粘着付与剤として用いることができる第３クラスの樹脂は、約５００～約５，０００の
範囲の分子量を有するブタジエン－スチレン樹脂である。このタイプの典型的な商業製品
は、ブトン（ＢＵＴＯＮ）１００、約２，５００の分子量を有する液体ブタジエン－スチ
レンコポリマー樹脂として上市されている。第４クラスの粘着付与剤樹脂は、約５００～
約５，０００の範囲の分子量を有するポリブタジエン樹脂である。このタイプの商業的に
入手可能な製品は、ブトン１５０、約２，０００～約２，５００の分子量を有する液体ポ
リブタジエン樹脂として上市されているものである。
【００６４】
　粘着付与剤として用いることができる第５クラスの樹脂は、石油の精製で得られる選択
された留分の触媒重合によって製造される、そして約５００～約５，０００の分子量範囲
を有するいわゆる炭化水素樹脂である。かかる樹脂の例は、ピッコペイル（ＰＩＣＣＯＰ
ＡＬＥ）－１００として、およびアモコ（ＡＭＯＣＯ）およびベルシコール（ＶＥＬＳＩ
ＣＯＬ）樹脂として上市されているものである。同様に、イソブチレンの重合から得られ
るポリブテンが粘着付与剤として含まれてもよい。
【００６５】
　粘着付与剤にはまた、ロジン材料、ピッコラスチック（ＰＩＣＣＯＬＡＳＴＩＣ）Ａ－
７５として上市されている材料などの低分子量スチレン硬質樹脂、不均化ペンタエリスリ
トールエステル、ならびにベルシコールＷＸ－１２３２として上市されているタイプの芳
香族および脂肪族モノマーシステムのコポリマーが含まれるかもしれない。
【００６６】
　粘着付与剤として有用なロジンは、「ロジン」、またはロジンを含有する供給原料とし
て公知の任意の標準商品であってもよい。ロジンは主に、「樹脂酸」と普通に言われるピ
マル酸およびアビエチン酸によって代表される、Ｃ20三環式縮合環モノカルボン酸の混合
物である。ロジン中に存在するＣ20環式カルボン酸含有異性体の任意の１つ以上が使用さ
れてもよい。ロジンは、パイナス・パルストリス（Ｐｉｎｕｓ　ｐａｌｕｓｔｒｉｓ）お
よびマツ属（Ｐｉｎｕｓ）、マツ科（Ｐｉｎａｃｅａｅ）の他の種から得られるオレオレ
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ジンから揮発性オイルを留去した後に残る残留物である。それは、木材ロジン（幹を収穫
し、幹を小さなチップへチップ化し、チップをヘキサンまたはより高沸点パラフィンで抽
出し、そして木材ロジンをもたらすためにヘキサンまたはパラフィンを蒸留した後にサザ
ンパイン幹からの）、ゴムロジン（生木、Ｐ．パルストリスおよびＰ．カリバエア（ｃａ
ｒｉｂａｅａ）での切開からの抽出物）およびトールオイル・ロジンとして入手可能であ
る。ロジンは約９０％樹脂酸および約１０％中性物質を含有する。天然ロジン中に存在す
る酸は、例えば、中性物質の鹸化、抽出および再酸性化によって精製されてもよい。樹脂
酸のうち約９０％はアビエチン酸（Ｃ20Ｈ30Ｏ2）の異性体であり、他の１０％はジヒド
ロアビエチン酸（Ｃ20Ｈ32Ｏ2）とデヒドロアビエチン酸（Ｃ20Ｈ28Ｏ2）との混合物であ
る（メルク・インデックス（Ｍｅｒｃｋ　Ｉｎｄｅｘ）、第１０版、米国ニュージャージ
ー州ローウェー（Ｒａｈｗａｙ，ＮＪ，ＵＳＡ）、１９８３年、１１９１ページ、エント
リー８１３４を参照されたい）。液体ロジンとしても知られる、トールオイルは木材パル
プ工業の副産物であり、通常、松材からサルフェートまたはクラフト（Ｋｒａｆｔ）紙法
の「黒液」として回収される。クラフト法によれば、松材はアルカリおよびスルフィドで
蒸解されて、副産物としてトールオイル石鹸および粗サルフェートターペンチンを生成す
る。この石鹸の酸性化、引き続く粗トールオイルの分別は、トールオイル・ロジンおよび
脂肪酸をもたらす。トールオイルは典型的には、ロジン酸（３４～４０％）、オレイン酸
およびリノール酸などの脂肪酸（５０～６０％）および中性物質（５～１０％）を含有す
る（メルク・インデックス、第１０版、１２９９ページ、エントリー８９１７を参照され
たい）。好ましくは、ロジンは少なくとも９０重量％樹脂酸、および１０重量％未満の脂
肪酸を含有する。分別プロセスの間に形成するかもしれない、幾つかのロジン二量化生成
物もまた、トールオイル・ロジン中に存在するかもしれない。ロジンは、幾つかのグレー
ド（例えば、レジナール・コーポレーション（Ｒｅｓｉｎａｌｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎ）から商品名レジナール（ＲＥＳＩＮＡＬＬ）で、およびハーキュレス（Ｈｅｒｃｕｌ
ｅｓ）、アアラカワ（Ａａｒａｋａｗａ）などによって供給される他の製品）で商業的に
入手可能である。標準グレードのロジンは、ユニトール（ＵＮＩＴＯＬ）という商品名で
ユニオン・キャンプ・コーポレーション（ニュージャージー州ウェイン）（Ｕｎｉｏｎ　
Ｃａｍｐ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（Ｗａｙｎｅ，Ｎ．Ｊ．））から商業的に入手可能で
ある。本発明を実施するために使用することができる商業的に入手可能なロジンにはまた
、アリゾナ・ケミカル（Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）から入手可能なシルバレス
（ＳＹＬＶＡＲＥＳ）ＲＥ１１５およびアメリカン・ケミカル（Ａｒｉｚｏｎａ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ）から入手可能なシルバレスＲＥ１０４もまた含まれる。
【００６７】
　本明細書で用いるところでは、用語「ロジン」には、天然ロジン、液体ロジン、変性ロ
ジンおよび精製ロジン酸、ならびに金属イオンで部分的にないし完全に中和された塩、例
えばレジネートなどを含む、ロジン酸の誘導体が集合的に含まれる。ロジンは、ゴム、木
材またはトールオイル・ロジンであってもよいが、好ましくはトールオイル・ロジンであ
る。
【００６８】
　ロジン材料は、二量化ロジン、水素化ロジン、不均化ロジン、またはロジンのエステル
などの変性ロジンであってもよい。変性ロジン、ロジン（それの誘導体を含む）を製造す
るために当該技術分野で認められた本質的に任意の反応条件が、変性ロジンを製造するた
めに用いられてもよい。ロジンは、例えば、カルボン酸部分の一部もしくは全てのエステ
ル化によって、または鹸化によるカルボン酸塩の形成によって変性することができる。エ
ステルは、ロジンを、２～６個のアルコール基を含有する多価アルコールでエステル化す
ることによって製造することができる。
【００６９】
　フェノール系変性ロジンエステルは典型的には、ロジンとフェノール系化合物との反応
によって製造される。このフェノール系ロジンは次に、多価アルコールでエステル化され
てフェノール系変性ロジンエステルを与える。典型的には、反応体の組み合わせは、１０
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０～３００℃の範囲の高温に曝される。これらの高温で、反応体は、他の反応体との共有
結合形成反応を受け、その結果樹脂状材料が形成される。ロジンの反応生成物およびそれ
らの製造方法は当該技術分野で公知である（例えば、米国特許第２，００７，９８３号明
細書を参照されたい）。
【００７０】
　芳香族粘着付与剤には、スチレン、アルファ－メチルスチレン、および／またはビニル
トルエンから誘導された熱可塑性炭化水素樹脂、ならびにそれらのポリマー、コポリマー
およびターポリマー、テルペン、テルペンフェノール系、変性テルペン、およびそれらの
組み合わせが含まれる。クリスタレックス（ＫＲＹＳＴＡＬＥＸ）３１００は、ハーキュ
レス社から商業的に入手可能な、９７～１０３℃の管球式軟化点の主としてアルファメチ
ルスチレンから誘導される低分子量の熱可塑性炭化水素ポリマーである。
【００７１】
　用いることができる、粘着付与剤のより包括的なリスティングは、商業的に入手可能で
ある２００をはるかに上回る粘着付与剤樹脂をリストしている、ＴＡＰＰＩ　ＣＡ報告＃
５５、１９７５年２月、１３～２０ページ、パルプ製紙業界技術協会、ジョージア州アト
ランタ（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｐｕｌｐ　ａｎ
ｄ　Ｐａｐｅｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，Ａｔｌａｎｔａ，ＧＡ）の刊行物に提供されている
。
【００７２】
　好ましい粘着付与剤は一般に、約８５℃～約１３０℃、より典型的には約１００℃～約
１２５℃の範囲の平均軟化点を有し、約１０００より大きい重量平均分子量を有し、約２
０未満の酸価を有し、約１０，０００ｃｐより大きい１２５℃での粘度を有するであろう
。
【００７３】
　テトラヒドロフランなどの好適な溶剤に材料を溶解させ、当該溶液のサンプルを、ゲル
浸透クロマトグラフィーを用いて分析することによって粘着付与剤の分子量および軟化点
を測定することができる。グラム／モル単位の分子量平均、Ｍｗは、既知分子量のポリス
チレン標準（多くのクロマトグラフィー卸売業者、例えば、スペルコ社（Ｓｕｐｅｌｃｏ
，Ｉｎｃ．）またはウォ－ターズ・アソウシエイツ（Ｗａｔｅｒｓ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅ
ｓ）から商業的に入手可能な）の保持時間および溶出プロフィールと比較することによっ
て測定される。軟化点は、メトラーＦＰ９０セントラル・プロセッサー（Ｍｅｔｔｌｅｒ
　ＦＰ９０　Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）および軟化点環付きメトラーＦＰ８
３ＨＴ滴点（Ｄｒｏｐｐｉｎｇ　Ｐｏｉｎｔ）セルを用いて測定されてもよい。
【００７４】
　粘着付与剤は、ワックスが存在しないとき、ホットメルト組成物の５０重量％以下、例
えば、１０～５０重量％で存在してもよい。ワックスと組み合わせて使用されるとき、約
５～約４５重量％の粘着付与剤が存在する。２つ以上の粘着付与樹脂の混合物が幾つかの
調合物に必要とされるかもしれない。
【００７５】
他の添加剤
　接着剤組成物は、ポリマー技術で普通に使用され、よく知られている少量の任意の物質
をさらに含むことができる。かかる任意の添加剤（上記の成分（ｅ））には、可塑剤、粘
度安定剤および加水分解安定剤を含む安定剤、一次および二次酸化防止剤、紫外線吸収剤
、帯電防止剤、染料、顔料もしくは他の着色剤、無機充填剤、難燃剤、滑剤、ガラス繊維
およびフレークなどの強化材、加工助剤、スリップ剤、シリカもしくはタルクなどの粘着
防止剤、剥離剤および／またはそれらの混合物が含まれる。これらの添加剤はカーク－オ
スマー化学技術百科事典（Ｋｉｒｋ　Ｏｔｈｍｅｒ　Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）に記載されている。
【００７６】
　これらの添加剤は、存在するとき、接着剤組成物の総重量の少なくとも約０．０１重量
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％、少なくとも約０．１重量％、少なくとも約２重量％、または少なくとも約５重量％、
接着剤組成物の総重量の約１５％以下の限られた量で組成物中に存在してもよい。添加剤
は、それらが本組成物の基本的な、新規な特性を損なわず、かつ、組成物の接着性などの
品質に有意に悪影響を及ぼさない限り、一般に０．０１～１５重量％、好ましくは０．０
１～１０重量％である量で存在してもよい。多くのかかる添加剤は０．０１～５重量％で
存在してもよい。
【００７７】
　オイルなどの液体可塑剤、および商品名ベンゾフレックス（ＢＥＮＺＯＦＬＥＸ）でイ
リノイ州ローズモントのベルシコール・ケミカル社（Ｖｅｌｓｉｃｏｌ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ　Ｃｏｒｐ．ｉｎ　Ｒｏｓｅｍｏｎｔ，ＩＬ）から入手可能な安息香酸エステルなどの
固体可塑剤は、より長い開放時間、より低い粘度、改善された接着性および改善された低
温可撓性を得るために使用することができる。有用であるかもしれない可塑化オイルには
、植物油および動物油ならびにそれらの誘導体だけでなく、オレフィンオリゴマーおよび
低分子量ポリマーが含まれる。好適な石油由来オイルは、好ましくはオイルの３０重量％
未満、より好ましくは１５重量％未満の少量の芳香族炭化水素のみを含有する比較的高沸
点の材料である。あるいはまた、オイルは本質的に芳香族化合物を含まなくてもよい。
【００７８】
　安定剤または酸化防止剤は、接着剤が熱、光、または粘着付与樹脂などの材料からの残
存触媒のようなものによって誘発される酸素との反応によって引き起こされる分解から保
護するために添加される。
【００７９】
　本明細書に含まれる適用可能な安定剤または酸化防止剤の中には、硫黄およびリン含有
フェノールなどの高分子量ヒンダードフェノールおよび多官能性フェノールがある。ヒン
ダードフェノールは、フェノール性ヒドロキシル基に近接して立体的に嵩高い基を含有す
るフェノール系化合物として特徴づけられる。代表的なヒンダードフェノールには、１，
３，５－トリメチル－２，４，６－トリス－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシ
ベンジル）－ベンゼン、ペンタエリスリチルテトラキス－３（３，５－ジ－第三ブチル－
４－ヒドロキシフェニル）－プロピオナート、ｎ－オクタデシル－３（３，５－ジ－第三
ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロピオナート、４，４’－メチレンビス（２，６
－第三ブチル－フェノール）、４，４’－チオビス（８－第三ブチル－ｏ－クレゾール）
、２，６－ジ－第三ブチルフェノール、６－（４－ヒドロキシフェノキシ）－２，４－ビ
ス（ｎ－オクチル－チオ）－１，３，５－トリアジン、ジ－ｎ－オクチルチオ）エチル　
３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシ－ベンゾエート、およびソルビトールヘキサ［
３－（３，５－ジ－第三ブチル－４－ヒドロキシフェニル）－プロピオナート］が含まれ
る。
【００８０】
　これらの酸化防止剤の性能は、例えば、チオジプロピオナートエステルおよびホスファ
イトなどの公知の相乗剤を使用することによって高められるかもしれない。ジステアリル
チオジプロピオナートが特に有用である。
【００８１】
　かかる酸化防止剤は、チバ－ガイギー、ニューヨーク州ホーソーン（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉ
ｇｙ，Ｈａｗｔｈｏｒｎｅ，ＮＹ）から商業的に入手可能であり、ヒンダードフェノール
・イルガノックス（ＩＲＧＡＮＯＸ）５６５、１０１０、１０７６を含む。これらは、ラ
ジカル捕捉剤として働く一次酸化防止剤であり、単独でまたはチバ－ガイギーから入手可
能なイルガフォス（ＩＲＧＡＦＯＳ）１６８のようなホスファイト酸化防止剤などの他の
酸化防止剤と組み合わせて使用されてもよい。ホスファイト触媒は二次触媒と考えられ、
一般に単独では使用されない。これらは主としてペルオキシド分解剤として使用される。
他の入手可能な触媒は、コネチカット州スタンフォードのサイテック・インダストリーズ
（Ｃｙｔｅｃ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ　ｉｎ　Ｓｔａｍｆｏｒｄ，ＣＴ）から入手可能な
サイアノックス（ＣＹＡＮＯＸ）ＬＴＤＰおよびルイジアナ州バトンルージュのアルベマ
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ーレ社（Ａｌｂｅｍａｒｌｅ　Ｃｏｒｐ．ｉｎ　Ｂａｔｏｎ　Ｒｏｕｇｅ，ＬＡ）から入
手可能なエタノックス（ＥＴＨＡＮＯＸ）１３３０である。多くのかかる酸化防止剤は、
単独でまたは他のかかる酸化防止剤と組み合わせてのどちらかで使用されるために入手可
能である。これらの安定剤は、使用される場合、約０．１～１．５重量％、好ましくは０
．２５～１．０重量％などの、約２重量％以下の量で一般に存在する。
【００８２】
　本組成物は場合により、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、アミン含有樹脂、金属アルコキ
シドおよび有機酸の金属塩からなる群から選択された架橋剤をさらに含む。硬化剤として
も知られる架橋剤は、個々のポリマー鎖間に可逆的なまたは不可逆的な結合を形成するこ
とによって、より強いそしてより弾性の接着剤組成物を提供することができる。熱および
／または圧力は、接着剤組成物を、それが塗布された後に硬化させることができる。架橋
剤は場合によっては望ましいかもしれないが、架橋は他の場合には必要ではない。従って
、架橋剤を含まない組成物が注目すべきである。
【００８３】
　酸硬化サイトを含有するＥ／ＭＡＭＥコポリマーで使用することができる架橋剤または
硬化剤には、ヘキサメチレンジアミンカーバメート（ＨＭＤＡＣ）、ヘキサメチレンジア
ミン（ＨＭＤＡ）、トリエチレンテトラミン、テトラメチレン－ペンタミン、ヘキサメチ
レンジアミン－桂皮アルデヒド付加体、およびヘキサメチレンジアミンジ安息香酸塩など
の、ジ－およびマルチ－官能性アミン含有樹脂が含まれる。芳香族アミンもまた硬化剤と
して使用することができる。２つ以上の硬化剤の組み合わせもまた使用されてもよい。硬
化剤は、ニートでまたは不活性キャリア中で添加されてもよい。水性ＨＭＤＡを使用する
硬化方法は米国特許第７，００１，９５７号明細書に記載されている。
【００８４】
　本組成物へのかかる任意の添加剤の組み込みは、任意の公知の方法によって実施するこ
とができる。この組み込みは、例えば、乾式ブレンディングによって、様々な成分の混合
物を押し出すことによって、マスターバッチ技法によって実施することができる。本接着
剤組成物は、従来の咬合装置、例えば、ゴムミル、ブラベンダーミキサー（Ｂｒａｂｅｎ
ｄｅｒ　Ｍｉｘｅｒ）、バンバリーミキサー（Ｂａｎｂｕｒｙ　Ｍｉｘｅｒ）、バス－コ
混練機（Ｂｕｓｓ－Ｋｏ　Ｋｎｅａｄｅｒ）、ファレル（Ｆａｒｒｅｌ）連続ミキサーま
たは二軸スクリュー連続ミキサーを用いて、ポリマー原料、任意のワックス、粘着付与剤
、および他の添加剤を、均一なブレンドが得られるまで約１３０℃～約２１０℃の温度で
、溶融体でブレンドすることによって調製される。混合温度は、約１５０℃～約１６０℃
が好適な範囲で、特定の接着剤調合物に依存する。他の実施形態は、次の範囲：１３０～
１６０℃、１３０～２００℃、１５０～１６０℃、および１５０～２００℃から選択され
る混合温度を用いる。ブレンディングの様々な方法は当該技術分野で公知であり、均一な
ブレンドを生成するいかなる方法も満足できる。
【００８５】
　一実施形態では、（ａ）エチレンと無水マレイン酸または他の極性の反応性コモノマー
とのコポリマーと（ｂ）エチレン／酢酸ビニルコポリマー、エチレン／アルキル（メタ）
アクリレートコポリマーまたはエチレン／アルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素タ
ーポリマーなどのエチレンと極性モノマーとのコポリマーとの組み合わせは、追加成分を
組み込む必要なく、それら自体でホットメルト接着剤としての使用に好適である。組成物
は（ａ）と（ｂ）との組み合わせのみを含むかもしれないが、これらの「ニート」接着剤
について、用語「接着剤組成物」が依然として用いられることは理解されるべきである。
別の実施形態では、本接着剤組成物は、粘着付与剤を必要としない（例えば、（ａ）と（
ｂ）との組み合わせそれ自体か、もしくはワックスなどの他の非－粘着付与剤添加剤と調
合された）か、または２０重量％未満の粘着付与剤入り接着剤組成物などの、比較的少量
の粘着付与剤のみを使用する。
【００８６】
　本ホットメルト接着剤は、ケース、カートン、トレイなどの形成および／またはシール
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などの包装用途；製本、使い捨て品、および製品組立などの、ただしそれらに限定されな
い様々な用途に好適である。
【００８７】
　本ホットメルト接着剤は、少なくとも１つの基材に容易に塗布される。例えば、ホット
メルト接着剤はシーティング製品（例えば、装飾、反射、およびグラフィカル）、ラベル
ストック、ならびにテープ裏地に適用することができる。基材は、所望の用途に依存して
任意の好適なタイプの材料であることができる。少なくとも１つの基材は、織布もしくは
不編布、金属、ポリマー、ガラスならびに木材および木材製品、紙、および板紙などのセ
ルロース系材料からなる群から選択されてもよい。
【００８８】
　接着剤を付着させることができる基材には、未使用紙およびリサイクル紙、高および低
密度クラフト紙、チップボードおよび様々なタイプの処理およびコート紙およびチップボ
ード、不織布地、シリコーン処理ライナーなどの剥離ライナー、箔、ポリエチレン、ＭＹ
ＬＡＲ、二軸延伸ポリプロピレン（ＢＯＰＰ）などのポリプロピレン、ポリエチレンテレ
フタレートなどのポリエステル、ポリ塩化ビニリデン、エチレン酢酸ビニルおよび様々な
他のポリマーなどのポリマー材料が含まれる。複合材料もまた、アルコール飲料のパッケ
ージング用などの包装用途向けに使用される。これらの複合材料には、フィルム材料にさ
らに積層されるアルミ箔に積層されたチップボードが含まれるかもしれない。さらに、こ
れらのフィルム材料はまた、チップボードまたは紙に直接接合されてもよい。多くの様々
な基材、特に複合材料は包装業界で有用性を見いだすので、前述の基材は決して包括的な
リストを表すものではない。
【００８９】
　多数の部品でできた物品は、本ホットメルト接着剤を使用して組み立てることができる
。例えば、溶融接着剤が第１部品または第１表面に塗布され、そして依然として溶融した
まま同時にまたは順次に第２部品または第２表面と接触させられ、放冷され、それによっ
て部品または表面を貼り合わせる。他の場合には、第１操作で、ホットメルト接着剤は基
材（第１表面）に塗布し、そして放冷させることができ、接着剤組成物と基材とを含む物
品を提供する。第２操作で、接着剤組成物と基材とを含む物品は加熱されて接着剤を軟化
させ、加熱された接着剤は第２表面と接触させられ、放冷され、それによって部品を貼り
合わせる。部品または表面は、上記の基材を含むかまたはそれから製造することができる
。第１表面および第２表面は、同じまたは異なる基材から製造されてもよい。
【００９０】
　本接着剤組成物は、望ましい耐熱性、耐水性および耐洗剤性、可撓性、弾性、ならびに
織布または不織布などの布および布地への接着性を示し、それらを、運動競技アパレルま
たは装飾衣類などの衣類を製造するのに好適なものにする。例えば、本接着剤組成物を布
などの基材へ塗布すると、別の基材に熱接着させることができる接着剤／布複合材料を形
成することができる。衣類用途には、接着性芯材、縫合シームテーピングまたは耐水性コ
ーティングが含まれる。同様に、本組成物は、例えば、運動競技シューズ用途向けの装飾
アップリケを製造するおよび接着させるために使用することができる。
【００９１】
　本ホットメルト接着剤は、ケース、カートン、およびトレイ形成などの包装用途で、な
らびにヒートシーリング用途を含むシール接着剤として、例えば穀物、クラッカーおよび
ビール製品の包装で特別な使用を見いだす。波形カートン、特に冷蔵もしくは冷凍食品の
輸送用に、または氷中でパックされた食品の輸送用に使用されるものの製造のために、ホ
ットメルト接着剤が、ハンドリングにおけるストレスおよびショック、高い湿度および環
境温度の変動などの、厳しい条件下で強い接合を維持するそれらの能力のために一般に選
択される。
【００９２】
　本接着剤組成物を含む容器、例えば、カートン、ケース、ボックス、バッグ、トレイ、
パッケージなどは本発明に包含される。容器は本組成物を使用して形成されてもよい。か
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かるパッケージの形成は、本接着剤組成物の介在層ありで包装材料の表面を包装材料の別
の表面上に折り重ねることおよび／またはオーバーレイすることの組み合わせを一般に含
む。溶融した本接着剤組成物が表面と接触した後、それは冷却され、表面を貼り合わせる
。代わりにまたはさらに、本ホットメルト接着剤組成物は、それがヒートシールされて製
品（すなわち、包装製品）を同封できるようにパッケージに塗布することができる。従っ
て、本発明は、パッケージ、カートン、ケース、トレイまたはバック内に含有される包装
食品などの、包装製品であって、パッケージ、カートン、ケース、トレイまたはバックが
本明細書に記載されるホットメルト接着剤を含む包装製品を提供する。
【００９３】
　包装用のホットメルト接着剤は一般に、ピストンポンプまたはギアポンプ押出装置を用
いてビーズ形態で基材上へ押し出される。ホットメルト塗布装置は、ノードソン（Ｎｏｒ
ｄｓｏｎ）、ＩＴＷおよびスラウターバック（Ｓｌａｕｔｔｅｒｂａｃｋ）を含む幾つか
の供給業者から入手可能である。ホイール塗布機もまた普通にホットメルト接着剤を塗布
するために用いられるが、押出装置ほど頻繁には用いられない。塗布の特定の方法は、接
着剤が塗布される物品、および接着剤または物品が機能する必要がある条件などの、当該
技術分野でよく理解されている様々な要因に依存するであろう。任意のかかる従来技法に
よるホットメルト接着剤の塗布は十分に当業者の理解の範囲内である。
【００９４】
　本ホットメルト接着剤はまた、製本、紙バッグの端のシール、家具製造、ならびにプラ
スチック容器への紙ラベルの貼付けを含む、織布または不織布、ガラス、金属および様々
なプラスチックなどの他の物品の接着などの、多様な分野でも使用される。ホットメルト
接着剤の追加用途には、カーペットシーム・シーリングテープ、積層、物品組立、不織布
構成、ならびに注封およびカプセル化配合物が含まれるが、それらに限定されない。
【００９５】
　スポーツ用品、シューズおよび自動車部品などの物品は、この方法で組み立てられても
よい。本接着剤は、遮光板、ヘッドライナー構造物、ドアパネル、シートカバー、および
堅いコアまたは他の基材に接合された布を含むカーペットマットなどの、自動車内装用部
品の製造に特に有用である。
【００９６】
　上記の用途に加えて、本接着剤組成物は他のプロセス用途向けにも好適である。
【００９７】
　さらなる実施形態には、基材および本ホットメルト接着剤組成物を含むテープ（例えば
、片面および両面テープ）が含まれる。テープを形成するために、本ホットメルト接着剤
は、好適な裏地の少なくとも一部上へコートされる。低接着性バックサイズなどの剥離材
を、必要ならば、裏地の反対側に付けることができる。両面テープが形成されるとき、本
ホットメルト接着剤は、裏地の両面の少なくとも一部上へコートされる。
【００９８】
　別の実施形態では、本ホットメルト接着剤は、かかるホットメルト接着剤の改善された
耐熱性が有利であるスティックのり調合物に使用することができる。このように、本実施
形態は、上記のようなホットメルト接着剤組成物を含むスティックのりを提供する。ステ
ィックのり、またはそれの一部は、本接着剤組成物を１つ以上の基材に塗布するために本
組成物の軟化点または融点より上に加熱することができる。
【００９９】
　別の実施形態では、本接着剤組成物はスプレー可能である。
【０１００】
　本発明は、それの好ましい実施形態に関して特に示され、記載されてきたが、形態およ
び詳細における様々な変更が本発明の趣旨および範囲から逸脱することなく行われ得るこ
とは当業者によって理解されるであろう。
【０１０１】
　以下の実施例はあくまで例示であり、本明細書に記載されるおよび／または特許請求さ
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れる本発明の範囲を限定するものとして解釈されるべきではない。
【実施例】
【０１０２】
使用される材料
　ナイロン６は、商品名ウルトラアミド（ＵＬＴＲＡＭＩＤ）Ｂ３でバスフ（ＢＡＳＦ）
から入手可能である。
　ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）は、商品名クリスター（ＣＲＹＳＴＡＲ）３９
２４でデュポン（ＤｕＰｏｎｔ）から入手可能である。
　ＥＶＡ－１は、４００のＭＩのエチレン／酢酸ビニルコポリマー（２８重量％ＶＡ）で
ある。
　ＥＶＡ－２は、５００のＭＩのエチレン／酢酸ビニルコポリマー（１８重量％ＶＡ）で
ある。
　Ｆ－１は、２０５のＭＩおよび１０４℃の融点のエチレン／無水マレイン酸コポリマー
（Ｅ／ＭＡＨ８５／１５重量％）である。
　Ｆ－２は、３０のＭＩおよび１０８℃の融点のエチレン／マレイン酸エチルモノエステ
ルコポリマー（Ｅ／ＭＡＭＥ９０．５／９．５重量％）である。
【０１０３】
用いられる試験
　組成物のメルトインデックス（ＭＩ）は、２．１６ｋｇ重量を使用してＡＳＴＭ　Ｄ１
２３８を用いて測定し、そして１９０℃で測定した。
【０１０４】
　熱応力は、規定寸法の波形板紙の２片間に接着剤の複合構成を形成することによって測
定することができる。この複合材料を形成する接着剤ビーズを次に、高温で２４時間おお
よそ２ポンドのカンチレバー応力下に置く。この構成が少なくとも２４時間元の状態のま
まである最高温度を次に書き留める。
【０１０５】
　アルミ箔への接着強度は、次の手順に従って測定した。表１の組成物を、１０ミル（０
．２５ｍｍ）厚さのフィルムへプレス成形した。３層複合材料を、順に（Ａｌ箔／成形フ
ィルム／Ａｌ箔）積み重ねることによって組み立てた。Ａｌ箔は厚さが５ミル（０．１２
５ｍｍ）であった。積み重ね層を、１３５℃にセットした積層プレスにて４４ｐｓｉ圧力
で３０秒間プレスして積層複合構造物を形成した。構造物を室温に冷却した後、１インチ
幅ストリップを３層複合材料からカットした。剥離強度ストリップを、インストロン（Ｉ
ＮＳＴＲＯＮ）で接着特性について試験した（９０度剥離試験、５０ｍｍ／分の速度で）
。
【０１０６】
　ナイロン６およびＰＥＴへの接着強度は、次の手順に従って測定した。１０ミル厚さの
ナイロン６またはＰＥＴフィルムを２５０℃でプレス成形することによって製造した。ナ
イロン６フィルムまたはＰＥＴと表１の成形フィルムとの２層複合材料を、一緒に積み重
ねることによって組み立てた。組み重ね層を次に、１２０℃か１５０℃かのどちらかにセ
ットした積層プレスにて４４ｐｓｉ圧力で３０秒間プレスして積層複合構造物を形成した
。用いられる積層温度で、ナイロン６およびＰＥＴの両方とも溶融せず、その結果ナイロ
ン６およびＰＥＴへの組成物の固有接着力を評価することができる。構造物を室温に冷却
した後、２層ラミネートを、手により引き剥がしてシール強度を評価し、次の通り格付け
した：
　４．シールの破壊なしに２つのフィルムを分離することができないときシールは「優れ
て」いる。
　３．２つのフィルムを努力すれば分離することができるときシールは「良好で」ある。
　２．２つのフィルムを容易に分離することができるときシールは「不満足で」ある。
　１．２つのフィルムはヒートシール処理下にシールしなかった。
【０１０７】
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　表１の実施例に使用する組成物は、１４０℃～１７０℃の溶融温度を用いて、混合スク
リュー付き３０ｍｍ直径ワーナー・アンド・フライデラー（Ｗｅｒｎｅｒ　＆　Ｐｆｌｅ
ｉｄｅｒｅｒ）二軸スクリュー押出機を用いて溶融ブレンドすることによって調製した。
実施例１～３および比較例１～２で得られた特性を表１に与える。比較例１および２は典
型的なＥＶＡベースのホットメルト接着剤樹脂である。
【０１０８】
　表１に示すように、規定のプレス成形条件で比較例１および２はＡｌ箔への非常に低い
接着性を示す。ＰＥＴへの接着性は、比較例１および２の両方について良好であるが、両
方ともナイロン６へのいかなる接着性も与えない。Ａｌ箔および比較接着剤は容易に引き
剥がれた。
【０１０９】
　表１のデータは、実施例１、２および３の組成物がＡｌ箔への接着性を向上させ、そし
て１５０℃でプレス成形されたときにＰＥＴおよびナイロン６への分離できない接着性を
達成したことを実証する。実施例１、２および３はまた、高いメルトフローインデックス
も保持する。実施例１、２および３の成分の溶融温度はより高いので、耐熱性は良くなる
と期待される。
【０１１０】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表１

【０１１１】
　比較ＥＶＡホットメルトと比較して、新規組成物は金属、布、木材および他のポリマー
へのはるかに向上した接着性を示す。本組成物はさらに硬化させることができ、より高い
使用温度を有する。本組成物は、溶融粘度および性能を調整するために万能である。
【０１１２】
　ある程度具体的に本発明をこのように説明し、例示してきたが、特許請求の範囲がその
ように限定されるべきではなく、特許請求の範囲およびそれらの等価物の各要素の文言に
見合う範囲が与えられるべきであることは認識されるべきである。
　次に、本発明の好ましい態様を示す。
1.　（ａ）（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で存在する、エチ
レンと、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、無水テトラヒドロフタル
酸、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、これら
の酸の対応する塩、モノエステルおよびジエステル、ならびにこれらの任意の混合物から
選択されたコモノマーとの共重合から得られた機能性コポリマーと、
　（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共重合から得られた少なくとも１つのエチレンコポ
リマーであって、前記極性コモノマーが８～４０重量％の量で前記コポリマー中に存在し
、（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で、エチレン／酢酸ビニル
コポリマー、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよびエチレン／アル
キル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーからなる群から選択されるエチレン
コポリマーとを含み、１００グラム／１０分以上、好ましくは１５０グラム／１０分以上
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のメルトインデックスを有するホットメルト接着剤組成物。
2.　（１）約５０重量％～約９０重量％の
　　（ａ）（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で存在する、エチ
レンと、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、無水イタコン酸、無水テトラヒドロフタル
酸、マレイン酸、シトラコン酸、イタコン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、これら
の酸の対応する塩、モノエステルおよびジエステル、ならびにこれらの任意の混合物から
選択されたコモノマーとの共重合から得られた機能性コポリマーと、
　　（ｂ）エチレンと極性モノマーとの共重合から得られた少なくとも１つのエチレンコ
ポリマーであって、前記極性コモノマーが８～４０重量％の量で前記コポリマー中に存在
し、かつ、（ａ）と（ｂ）との合わせた総量の約５～約９５重量％の量で、エチレン／酢
酸ビニルコポリマー、エチレン／アルキル（メタ）アクリレートコポリマーおよびエチレ
ン／アルキル（メタ）アクリレート／一酸化炭素ターポリマーからなる群から選択される
エチレンコポリマーと
の組み合わせ、ならびに
　（２）前記組成物の総重量を基準として、約１０～約５０重量％の
　　（ｃ）前記全組成物の重量を基準として、０～約５０重量％のワックス、
　　（ｄ）前記全組成物の重量を基準として、０～約５０重量％の粘着付与剤、および
　　（ｅ）前記全組成物の重量を基準として、０～約１５重量％の可塑剤、安定剤、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、帯電防止剤、染料、顔料、着色剤、無機充填剤、難燃剤、滑剤、
強化材、加工助剤、スリップ剤、粘着防止剤、剥離剤およびそれらの混合物からなる群か
ら選択された他の添加剤
を含む上記１に記載の組成物。
3.　（ａ）、（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）および（ｅ）の合計が組成物の１００重量％である
上記２に記載の組成物。
4.　（ａ）の前記機能性コポリマーがエチレンと無水マレイン酸とのコポリマーである上
記１～３のいずれか一項に記載の組成物。
5.　（ａ）の前記機能性コポリマーが、マレイン酸モノアルキルとしてのマレイン酸エチ
ル水素とのコポリマーを含むマレイン酸モノアルキルである上記１～３のいずれか一項に
記載の組成物。
6.　メラミン樹脂、エポキシ樹脂、アミン含有樹脂、金属アルコキシドおよび有機酸の金
属塩からなる群から好ましくは選択された、架橋剤をさらに含む上記１～５のいずれか一
項に記載の組成物。
7.　架橋剤を含まない上記１～５のいずれか一項に記載の組成物。
8.　スティックのり、カートン、ケース、トレイ、製本、使い捨て品、パッケージ、バッ
グ、衣類、シューズ、スポーツ用品、自動車部品、書籍または不織布地を含む、上記１～
７のいずれか一項に記載のホットメルト接着剤組成物を含むかまたはそれから製造された
製品。
9.　前記組成物が少なくとも１つの基材に接着され、前記少なくとも１つの基材が織布ま
たは不織布、金属、ポリマー、ガラスまたは木材および木材製品、紙、および板紙などの
セルロース製品からなる群から選択される上記８に記載の物品。
10.　第１表面および第２表面を含み、第２表面の少なくとも一部がホットメルト接着剤
組成物によって第１表面の少なくとも一部に接着される上記８または９に記載の物品。
11.　パッケージがホットメルト接着剤組成物を含むか、またはホットメルト接着剤組成
物を使用することによって形成されるかもしくはシールされる、包装食品を含む、包装物
品をさらに含む上記８～１０のいずれか一項に記載の物品。
12.　第２基材への第１基材の接合方法であって、（ｉ）第１基材に上記１～７のいずれ
か一項に記載の溶融ホットメルト接着剤組成物を塗布する工程と、（ｉｉ）第２基材を前
記溶融ホットメルト接着剤組成物と接触させる工程と、（ｉｉｉ）前記溶融ホットメルト
接着剤組成物を放冷しそして凝固させ、それによって前記基材を一緒に接合させる工程と
を含む方法。
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13.　上記１～７のいずれか一項に記載のホットメルト接着剤組成物を塗布してケース、
カートン、トレイ、バッグまたは書籍をシールするおよび／または形成する工程を含むケ
ース、カートン、トレイ、バッグまたは書籍のシールまたは形成方法。
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